
行政サービス実施コスト計算書
（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

（単位：円）

Ò 業務費用
\ 損益計算書上の費用

業務費 3¶094¶695¶561

一般管理費 495¶078¶835

財務費用 8¶333¶165

臨時損失 348¶092
EEEEEEEE

3¶598¶455¶653

] （控除）自己収入等
図書雑誌出版収入 � 101¶203¶665

研修・宿泊収入 � 35¶667¶240

財務収益 � 10¶970¶230

雑益 � 12¶825¶121
EEEEEEEE

� 160¶666¶256
EEEEEEEE

業務費用合計 3¶437¶789¶397

Ó 損益外減価償却相当額 117¶987¶371

Ô 損益外減損損失相当額 0

Õ 損益外利息費用相当額 0

Ö 損益外除売却差額相当額 1¶202¶723

× 引当外賞与見積額 1¶764¶679

Ø 引当外退職給付増加見積額 � 32¶270¶400

Ù 機会費用
政府出資の機会費用 83¶615¶174

Ú （控除）法人税等及び国庫納付額 0
EEEEEEEE

Û 行政サービス実施コスト 3¶610¶088¶944
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

（注記）
１．引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係るものが965¶000円含まれてお
ります。
２．政府出資の機会費用の計算方法a10年利付国債（新発債）平成24年３月末利回り0•985
％を採用しております。

注記事項
Ò．減損損失関係
【減損の兆候に関する事項】
当事業年度における減損の兆候については以下のとおりです。
１．東京事務所
\ 兆候の対象資産及び経緯

用 途 種 類 場 所

事務所 土地、建物等 東京都港区

東京事務所については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月７日
閣議決定。以下「基本方針」という。）により、廃止することを決定しております。

] 使用しなくなる日
廃止する時期は、基本方針において平成25年度中に国庫納付することとされており、今後整
理を進める中で決まっていくこととなります。

^ 使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
東京事務所（当事業年度末帳簿価額：土地2¶115¶000¶000円、建物等1¶057¶084¶356円）につい

ては、廃止の条件・時期が個別に決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込額を
算定することはできません。
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重要な会計方針
当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」並びに「独
立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」を適用して財務諸表等を作成し
ております。
１．運営費交付金収益の計上基準

業務のために支出した費用相当額を限度として収益計上する方法（費用進行基準）を採用して
おります。これは、中期計画及び年度計画において業務の実施と運営費交付金との対応関係が明
確でなく、個別の業務ごとの予算の設定が困難なため、費用進行基準を採用する必要があるため
です。

２．減価償却の会計処理方法
有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～42年
構築物 ２～27年
機械装置 ２～13年
工具器具備品 ２～20年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減

価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金

は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に

基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による低価法を採用しております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債（新発債）平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

８．リース取引の処理方法

ファイナンス・リースにより使用しているリース資産は、通常の売買取引に係る方法に準じて

会計処理を行っております。また、減価償却については、償却期間をリース期間に合わせて行っ

ております。

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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